
─ �5 ─

教師の職能成長を支える省察能力の発達過程の検討

ᶗ．͸͡Ίʹ

　1997年の教育職員養成審議会答申「新たな時代に向けた教員養成の改善方策について」
が示されて以降、教員養成系大学においては「実践的指導力」の育成が主要課題の 1つと
なっている。2006年の中央教育審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方につい
て」においても、教員養成段階で「学級や教科を担任しつつ、教科指導、生徒指導等の職
務を著しい支障が生じることなく実践できる資質能力（教員として最小限必要な資質能
力）」を確実に身につけさせることを求め、実践的指導力の育成が継続課題となっている。
また2012年の中央教育審議会答申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向
上方策について」でも、実践的指導力の育成が謳われるとともに、今後の教員に求められ
る資質能力として、①教職に対する責任感、探究力、教職生活全体を通じて自主的に学び
続ける力、②専門職としての高度な知識・技能、③総合的な人間力の 3点をあげ、教職生
活の全体を通じた一体的な改革の必要性を指摘している。加えて、教員自らが学び続ける
姿勢、すなわち職能成長を支える仕組みの構築の必要性に言及し、教員に必要な資質能力
の形成には「省察」が不可欠であることを指摘している。
　「省察」については、D. ショーンが提起した「反省的実践家」の概念（佐藤・秋田：
2001）が起点となり、欧米の教師教育研究において大きな広がりを見せてきた。1980年代
以降の欧米の教師教育研究は、「省察的実践研究」「授業実践研究」「教師のコミュニティ
研究」に大別でき、 3者はいずれも相互関連的であり、「省察」が重要な研究手段となっ
ている（石田：2014）。とりわけ米国ではこうした実践研究とともに教育の「質保証」の
観点から、各大学の取り組みを州当局や第三者機関が認証・評価する仕組みを整備してき
た。その背景には、納税者への「教育の結果責任（ a c c o u n t a b i l i t y ）」が厳しく問われてい
る状況がある。
　筆者らが米国教師教育研究の主たるフィールドとしてきたジョージア州でも子どもの学
力保障を求める運動（Ac h i e v e m e n t  M o v e m e n t）に触発され、2012年に「T e a c h e r  K e y s  

E f f e c t i v e  Sy s t e m 」が導入されている。また、全米規模でも、多くの州等の参画の下、アセ
スメント、学習、平等のためのスタンフォードセンター（St a n f o r d  Ce n t e r  f o r  As s e s s m e n t , 

L e a r n i n g  a n d  E q u i t y ;  SCAL E ）が、全米教員養成大学協会（T h e  Am e r i c a n  As s o c i a t i o n  o f  Co l l e g e s  
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f o r  T e a c h e r  E d u c a t i o n ;  AACT E ）とパートナーを組み、教員志望者の授業力等（T e a c h i n g  

P e r f o r m a n c e  As s e s s m e n t）をアセスメントする評価の枠組やその運用体制（27の教科や校種
対応）である教員パフォーマンス・アセスメント（E d u c a t i o n a l  T e a c h e r  P e r f o r m a n c e  

As s e s s m e n t ;  e d T P A）が2013年より動き出している（小柳：2017）。
　上述した米国の教師教育および教育改革の動向はわが国の教育改革論議にも大きな影響
を与えており、教員養成系大学の養成プログラムや教育行政機関の施策にも色濃く反映さ
れている。
　体育教師教育研究においても「省察」が重要な研究手段となっており、特に、省察を核
とした授業内容の開発や模擬授業と省察力の関係等に関する数多くの研究が報告されてい
る（例えば、中井ら：2012、小笠原ら：2014、須甲ら：2017、高根ら：2017、安倍ら：
2018、上條：2018、永野ら：2018、高橋ら：2019）しかし、これらの研究では総じて、学
生の省察力を育成することを目的とした授業内容や実習方法の開発であったり、模擬授業
の効果としての省察力の検討、さらには、学生の省察内容（対象）の分析がその中心で、
本研究のように職能成長における省察能力の発達過程を実証的に検討しようとする研究は
見当たらない。
　この職能成長における省察能力の発達過程を検討することは、教師の省察力について大
学での教員養成から初任者研修、さらには、中堅教員研修へと繋がる教員養成プログラム
のなかで系統的にその内容を開発するための重要な示唆を得ることができるであろう。

ᶘ．ڀݚの໨త

　本研究の目的は、教育実習生および現職教員の省察能力の発達過程を検討することであ
る。具体的には、日米の体育教員志望学生および現職教員を対象として、自己の授業実践
映像をもとに 2回の自己省察（ 1回目は自由記述、 2日目は指定された観点から記述）を
行い、リフレクションシートに省察内容を記述させるとともにインタビューを行う。得ら
れたデータは、「省察能力」の観点から精査し、日米間および熟練度別に記述内容を比
較・検討することで、「教員養成段階を含む教職生活全体にわたる省察能力の発達過程」
および「職能成長（省察能力）の日米間の差異」を事例的に検討するものである。

ᶙ．ڀݚのํ๏

　具体的な研究方法は以下のとおりである。
ᾇɹল࡯खॱ

　教育実習生および現職教員（日米各 8名、計16名）が実践した体育授業映像を収録し、
2回の省察（振り返り）を行い、その内容をリフレクションシートに記述させた。
　 1回目の省察（振り返り）については、観点等を示さず自由に記述させた。
　 2回目の省察（振り返り）においては、筆者らが予め省察の観点（授業成果、指導計
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画・方法、時間配分、指導方略、教材・用具、実技レベルなど）を示したリフレクション
シートについて、もし同じ単元（授業）を再度実践する場合、「何（どのようなこと）を
修正（変更）したいか」を尋ねるとともに、なぜ修正（変更）したいのか、その理由を尋
ねた。
　計 2回の省察（振り返り）を行った後、筆者らが各教員（教育実習生を含む）にインタ
ビューを実施し、日常の体育授業に関する聞き取りを行うとともに、リフレクションシー
トへの記述内容に不明点がある場合にはその説明を求めた。
ᾈɹσータの෼ੳ

　本研究では、省察能力を「省察量」および「省察度」の両面から捉えるために、収集し
た文字データを以下の方法で分析した。
ᶃলྔ࡯

　記述内容を量的に捉えるために、「単語」を 1単位として、合計単語数を求めた。また
記述内容について、「意味のある一まとまり」を一文としてカウントし、合計文数を求め
るとともに、合計単語数を合計文数で除して、一文あたりの平均単語数を求めた。その際、
米国で収集したデータは英文をもとに合計単語数および一文あたりの平均単語数を求めた。
なお、日本語と英語では単語の種類が異なることから、省察量については、日米間での比
較は行わず、日米それぞれの教員間における比較のみを行った。
ᶄল࡯಺༰

　記述された省察内容が「どのような実践的知識を背景に」省察されたのかを検討するた
めに、 1回目の省察内容を吉崎（2000）の示す教師の「授業についての知識領域（教材内
容についての知識、教授方法についての知識、生徒についての知識）」およびそれらの複
合 4領域、計 7領域）をカテゴリーとして、一文ごとに分類し、その割合を求めた。その
際、米国で収集したデータは、英文を和文に翻訳したうえで分類した。なお、 2回目の自
己省察については、筆者らが予め設定した観点（内容）についての記述を求めたことから、
この作業は 1回目の記述内容についてのみ実施した。
ᶅল࡯度

　M e z i r o w （1981）他の研究をもとに南（2009）が作成した 5段階の省察度カテゴリーを
一部修正の上、表 1の省察度判定基準表を作成し、 1回目および 2回目の記述内容を判定
した。なお、上記①②③の分析は、体育科教育学を専門とする大学教員 2名（経験年数20
年、同18年）により実施した。なお、本研究では、 2名の分析者が一致した結果だけを採
用した。　　
ᶆಛ௃తͳল࡯಺༰

　上記①②③の結果をもとに、「教職経験年数の多少」、「日米間における違い」、「 1回目
と 2回目の質的変化」を視座として、記述内容を精査し、調査対象者の特徴的な省察内容
を事例的に示した。
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ᶚ．݁Ռɾ࡯ߟ

ᾇɹলྔ࡯

　本研究における調査対象者の内訳は表 2のとおりである。
　表 3は、各被験者別の合計単語数、一文あたりの平均単語数である。

ද 1　ল࡯度൑ఆج४

省察レベル 記　述　内　容

レベル 1 授業中に起こったこと、見たこと、行動したことについて、客観的な記述がされている。

レベル 2 その出来事に対してどう感じたか、どう思ったかなど、自分自身の感情レベルでの反応が言語化できて
いること、自己の感情に気づいている。

レベル 3 自分が経験したことや行ったことをふりかえって吟味し、それらに対して意味をしたり、その理由など
を理解したことが記述されている。

レベル 4 ふりかえった内容に関して、常識などに照らして一般的な価値判断（好ましい／好ましくない、良い／
悪いなど）が行われている。

レベル 5 体育授業実践の専門性を反映するものとして、体育授業実践の専門的視点でその根源的意味を考えよう
とし、倫理綱領や知識、理論／実践知に照らして科学的に理解し、そこから批判的に分析している。

ද 2　ௐࠪର৅者ͷ಺༁

日　　本 米　　国
性別 経験年数 性別 経験年数

実習生Ａ F 0 実習生Ａ F 0
実習生Ｂ F 0 実習生Ｂ M 0
教員Ａ M 2 実習生Ｃ F 0
教員Ｂ M 2 教員Ａ M 2
教員Ｃ F 5 教員Ｂ M 5
教員Ｄ F 6 教員Ｃ F 7
教員Ｅ M 10 教員Ｄ M 11
教員Ｆ M 17 教員Ｅ M 13

ද 3　ඃ験者別߹ܭ୯ޠ਺・ฏۉ୯ޠ਺

1 回目合計単語数 平均単語数 2回目合計単語数 平均単語数
JP実習生Ａ 281 28. 1 389 24. 3
JP 実習生Ｂ 658 36. 6 458 26. 3
JP 教員Ａ 439 33. 7 1072 16. 1
JP 教員Ｂ 1889 30. 0 931 17. 8
JP 教員Ｃ 319 26. 6 786 10. 7
JP 教員Ｄ 192 21. 3 320 11. 7
JP 教員Ｅ 355 29. 6 550 14. 8
JP 教員Ｆ 566 27. 0 588 16. 6
US 実習生Ａ 353 22. 1 617 15. 4
US 実習生Ｂ 102 17. 0 800 23. 5
US 実習生Ｃ 392 18. 7 616 14. 3
US 教員Ａ 767 7. 8 287 12. 5
US 教員Ｂ 122 15. 3 452 15. 1
US 教員Ｃ 118 19. 7 525 13. 8
US 教員Ｄ 286 19. 1 507 14. 1
US 教員Ｅ 414 13. 8 691 15. 4



─ �� ─

教師の職能成長を支える省察能力の発達過程の検討

　日本の調査対象者について、合計単語数は最小192単語～最大1889単語と約10倍の差が
見られた。また、一文あたりの平均単語数は10. 7単語～26. 3単語であった。
　合計単語数を実習生と現職教員間で比較しても大きな差は見られないことから、省察に
あたって経験年数と省察量には関連は見られないと言えよう。その一方で、各調査対象者
間で約10倍の差が見られたことから、個人差に起因して省察量に差が見られるものと推測
される。
　一文あたりの平均単語数については実習生 2名が「20語台」の単語数であるのに対して、
現職教員は全員「10語台」の単語数であった。一文あたりの平均単語数が多いということ
は、実習生の方がより豊かな、或いはより詳しい表現（記述）であると捉えることができ
よう。しかし、ここで言う「豊かな」「詳しい」記述が、後段で詳述するように、省察能
力の深さを反映するものではない。
　米国の結果を見ると、合計単語数については、最小102単語～最大767単語であり、個人
間の差は見られるものの日本に比べその差は小さい。また、実習生と現職教員間にも大き
な差は見られない。一文あたりの平均単語数についても、実習生 1名が「20語台」である
が、他はいずれも「10語台以下」になっており、大きな差は見られない。
　以上のことから、省察量と教職経験年数との間には顕著な差は見られず、記述量の多少
は主として個人差によるものと考える。
ᾈɹল࡯಺༰

　図 1・ 2は日本と米国の省察の背景にある実践的知識の割合を示している。

　日米いずれにおいても、「教授方法」に関する記述が最も多くなっている。その要因と
して、体育は他の教科に比べて、より広いスペースで子どもが活動することや身体活動を
伴う学習が主となることから授業のマネージメントや安全管理が重要になる。教授方法に
は、授業展開（導入・展開・まとめ）や課題提示などの内容とともに、マネージメントや
安全管理に関する内容が含まれることから、日米いずれにおいても教授方法に分類される
省察内容が多くなったと思われる。
　一方、日米間でその割合に大きな違いが認められた実践的知識領域は、「教材内容」、
「生徒」および「教授方法と生徒」であった。

ਤ 1　ল࡯಺༰ͷׂ߹（೔ຊ）

教ࡐ಺༰
教तํ๏
ੜె
教ࡐ・教त
教ࡐ・ੜె
教त・ੜె
教ࡐ・教त・ੜె

ਤ 2　ল࡯಺༰ͷׂ߹（ถࠃ）

教ࡐ಺༰
教तํ๏
ੜె
教ࡐ・教त
教ࡐ・ੜె
教त・ੜె
教ࡐ・教त・ੜె
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　教材内容とは、授業で取り上げる運動に関する知識（運動特性や構造、練習方法に関す
る専門的知識など）に関するものであるが、日本の調査対象者の記述に比べて、米国の調
査対象者の方が授業で取り上げた運動に関する専門的な記述が多く見られた。加えて、学
習者である子どもの課題達成状況や学習意欲などに関する記述がより具体的（例えば、
「出来ない子どもには励ましが必要だ（日本）─うまくこなせない生徒に紐付きの布切れ
を使わせる理由は、落下速度が遅くなるからだ。それにより生徒はうまく課題がこなせる
ようになり自信が付く（米国）」、「よく動いていた（日本）─異なる体重移動動作を組み
合わせるべきだった（米国）」）であった。一方、教授方法と生徒についての知識領域の割
合については日本の調査対象者がより高くなっていた。
　こうした実践的知識領域の割合における日米間の違いの背景には、米国（調査地：
ジョージア州内）では幼稚園の運動あそびを含む体育授業を保健体育専門教員が担ってい
るのに対して、日本においては、小学校までは学級担任制が基本となっていることを指摘
できよう。つまり、米国では教員が教科体育にのみに集中できるのに対して、日本では基
本的にすべての教科指導（小学校）を担うことから、学習者に関するより多くの情報を得
ることができる反面、体育指導に関わる教材研究等にかける時間は自ずと制約され、教科
体育の専門性に違いが生ずると考えられる。
　なお、ここでいう専門性の違いは授業の善し悪しを意味するものではない。例えば、米
国の調査対象者には、「学級のルーティーンに私は制約を受けているので、自分が好きな
ようにクラスを設定できるような柔軟性はあまりありません」のような記述が散見される
ことは、明らかに教科担任制のマイナス面であろう。
ᾉɹল࡯度

　表 4は日米の調査対象者の省察度判定の結果を示したものである。
　日米間で比較すると、省察度の範囲が、日本⇒Ｌ 1～Ｌ 4・米国⇒Ｌ 2～Ｌ 5となって
おり、省察能力の質的側面から見ると、米国の調査対象者は日本の調査対象者に比べて省
察度が深いと言えよう。
　AL ACT モデルを提唱するコルトハーヘン（武田：2014）によれば、より深い省察
（5eÀection）には「本質的な諸相への気づき（ a w a r e n e s s  o f  e s s e n t i a l  a s p e c t s ）」が最も重要

ද 4　ল࡯度൑ఆͷ݁Ռ

日　本 1回目 2回目 米　国 1回目 2回目
実習生Ａ L 1 L 2 実習生Ａ L 3 L 4
実習生Ｂ L 2 L 2 実習生Ｂ L 3 L 3
教員Ａ L 4 L 3 実習生Ｃ L 3 L 4
教員Ｂ L 3 L 3 教員Ａ L 3 L 4
教員Ｃ L 2 L 3 教員Ｂ L 4 L 4
教員Ｄ L 2 L 3 教員Ｃ L 3 L 4
教員Ｅ L 3 L 4 教員Ｄ L 4 L 4
教員Ｆ L 4 L 4 教員Ｅ L 5 L 4
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で、そのレベル到達には学術的な知識と実践で得た知識の両方が必要であることを指摘し
ている。これに従えば、米国の調査対象者は日本の調査対象者に比べて、理論と実践の往
還に長けていると言えるのかもしれない。　
　ところで、全体で L 1 判定は日本の実習生 1名のみであった。その記述内容を以下に抜
粋する。　

　上記のように、授業準備の際の混雑ぶりを述べているだけの記述であった。他の記述に
ついてもこうした客観的事実だけを述べる部分が多いことから、「L 1 」と判定した。な
お、この省察内容を量的に捉えると、先の「⑴　省察量」の結果部分で述べたように、一
文あたりの単語数は多い（「豊かな」「詳しい」）といえるが、そのことが省察能力の高さ
を示すものでないことは明らかであろう。なお、本実習生の 2回目（観点あり）の省察で
は「L 2 」と判定された。日米の他の実習生の変化を見ても、 1回目に比べて 2回目は、
「変化なし」または「ランクアップ」となっており、予め観点を示して省察することが実
習生には有効であることが示唆されたと言えよう。
　先にも述べたように AL ACT モデルに従えば、授業の省察においては、第 3段階の「本
質的な諸相への気づき（ a w a r e n e s s  o f  e s s e n t i a l  a s p e c t s ）」が最も重要とされるが、そもそも
意図的な省察経験のない実習生にとっては、第 1段階の「行為（ a c t i o n ）」の段階で、「何
に注意したかったのか？」「何を試してみたかったのか？」というような省察の対象（観
点）を予め示すことが省察能力の向上に有効な手立ての 1つとなろう。
　一方で、米国の熟練教師の 1人においては、 2回目の判定が 1ランク下がる結果となっ
た。表 6は 1回目の記述内容の抜粋である。
　記述内容から明らかなように、体育の専門家としてこれまでの経験をもとに自身の授業
を振り返っている。その内容は具体的であり、常に学習者の状況に照らして論理的に記述
されている。

ද ü　ল࡯಺༰（೔ຊ࣮शੜ̖）

マットの出し入れについては、グループ（列）ごとに倉庫から小マット 2本ずつ準備してもらったのですが、全員
同時に倉庫に向かってしまったため、入口で混雑したり、グループごとに取り合いしてしまう形となってしまいま
した。

ද ý　ল࡯಺༰（ถࠃ教員̚）

授業の大半で生徒は熱中し（注意を向け直すことが数回、必要でした）、計画していたジャンプは全て実行されま
した。時間が数分余ったので、生徒らは自分たちのルーティーンに備えてお気に入りのジャンプを練習しました。
私が気付いた最大の課題は、生徒は着地を常に成功させているわけではなかったことです（実際に数回は転んだと
思います）。だから、全体の授業を通して正しい着地の仕方を重視することに私はこだわりました。正しいフォー
ムを見せた数人の生徒を指摘もしました。
改善点：
率直に言って、違うことをしようとは思っていません。お互いにジャンプを作り上げる際に、生徒が各ジャンプに
ついて理解することが重要でした。課題カードを利用したり一気に全てのジャンプを見せたりしたら、生徒がそれ
ぞれのジャンプを練習することを困難にしたでしょう。なぜなら、ジャンプをする時間が来ると、彼らは単にお気
に入りのジャンプを選んだりフォームを忘れたりしがちでしょうから。
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　この教師のように一定の省察能力に達した教員には観点を指示することなく、自己の気
づきを拠りどころとして省察をすることが有効だと考える。
　経験年数による差異を検討すると、日米いずれも明確な影響は確認できないものの、実
習生に比べて、熟練教師の方がより省察度が深い傾向が見られる。
　その他、日米間で省察内容を比較すると、経験年数を問わず、米国の調査対象者は日本
に比べて、自己の実践内容に対する自信と誇りを感じさせる記述が多く見られた。
　以下は、米国の現職教員の記述内容（ 1回目）の抜粋である。　　　

　本時の授業内容についての省察だけでなく、教師としての自己の成長にも目を向け誇り
や自信を感じていることが読み取れる。米国では教育実習生の省察内容にもこうした自己
の実践に対する自信が感じられる記述が多く見られた。同時に、教科体育の専門的な見地
からの記述も多く見られた。
　ここまで教員の中核的能力である日米の教育実習生および現職教員の省察能力の発達過
程を「省察量」「省察内容」「省察度」の観点から検討した。
　その結果、日米間における省察能力の量的側面（省察量）には顕著な差は見られないも
のの質的側面（省察対象や省察度）において差が見られた。すなわち、米国の調査対象者
は日本の調査対象者に比べて、教材内容や学習者に関する省察の割合が高く、自己の授業
に対する省察度が、より深いことが示唆された。しかし、経験年数の違いによる省察内容
の差異については、日米ともに経験年数の明確な違いは認められなかった。

ᶛ．ޙࠓの՝୊

　本研究を通して、教員養成段階から初任・現職段階に至る省察能力の発達過程の日米の
現状を事例的に明らかにすることができた。すなわち、省察能力の個人差は大きく、単に
教職経験年数の多少が影響するものではないこと、日本の調査対象者に比べて米国の調査
対象者はより深い省察を行っていることが示唆された。
　今後は、教員養成段階を含む教員の教職生活全体にわたる省察能力を深めるための教員
養成プログラムを計画・実践することが重要な課題である。その際、近年の教師教育分野
における省察研究の第一人者であるコルトハーヘンの以下の指摘（要約）は重要である。
　省察促進の最終目標は、省察のサイクル（AL ACT モデル）を「自律的に」たどれるこ
とである。「自律的に」とは「個人で」能力を身につけることではなく、客観的に自身の

ද 7　ল࡯಺༰（ถࠃ教員̙）

教師として、自分の成長と進歩に誇りを持っていると言わざるを得ません。授業は体系的で、組み立てもしっかり
していました。大半の部分で、生徒は積極的で熱中していると感じました。矯正に関するフィードバックと肯定的
なフィードバックの良い例がありました。理解の確認についても、私はうまくおこないました。体育館全体を見渡
してひとつのエリアに集中する能力が向上している点は、自分で気に入っています。授業の改善に関しては、授業
を展開してさまざまな体重移動および非体重移動の運動に関してさらに独創的になることも、もっとうまくできる
と思っています。
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教師の職能成長を支える省察能力の発達過程の検討

発達をとらえることであり、他の人と「協働する」ことである。
　よって、いかにして個人の省察能力を深めるのかという方法論については、個人レベル
で捉えるよりも、集団での討議等で授業に関連するあらゆる要因（指導計画、指導法、評
価方法をはじめ、教材の歴史的意義など）について教員が互いに意見・感想を積極的に交
流する中で深めるものであるとの発想が基本となろう。
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